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関市ふるさと応援交付金の対象事業費【別表（第 5 条関係）】 

科目 交付対象経費の説明 詳細 

１ 賃金（人件費） 交付事業に直接従事する従業員等に対する給与及び賃

金（団体の運営に必要な経常的な賃金及び役員報酬を

除く。）とする。 

 

２ 報償費 交付事業に必要な相談、指導又はアドバイスに係る専

門家等への謝金、交付事業に必要な研修、講演会等に

係る講師への謝金等とする。 

 

３ 消耗品費 交付事業の実施に必要な消耗品費とする。ただし、粗

品、景品等のイベントの参加者に無償で配布する物品

及び経常的な事務用品に係る費用を除く。 

 

４ 燃料費 交付事業に直接必要となる燃料費等とする。 事業認定及び交付金の交付（以下

「事業認定等」という。）の申請時

に明確な積算根拠を示すこと。 

５ 印刷製本費 チラシ、ポスター等の印刷費、資料印刷費及び製本費

とする。 

チラシ等への掲載等広告料を徴収す

る場合は、当該広告料の徴収額を差

し引いた額とする。 

６ 賄材料費 特産品等の開発に係る材料の購入費とする。  

７ 通信運搬費 郵送料、宅配便等に係る費用とする。  

８ 広告料 チラシ等の新聞等折込み、新聞、ラジオ、テレビ等の

広告宣伝費、駅等でのポスター掲出料等とする。 

広告料を徴収する場合の新聞等折込

みに係る費用は、印刷製本費に含む

こと。 

９ 手数料 交付事業の実施に必要な役務を特定の個人等から受け

ることにより支払う手数料とする。 

振込手数料を含む。 

10 筆耕翻訳料 筆耕、通訳、翻訳等に係る費用とする。  

11 保険料 イベントに係る保険料、運送等に係る自動車損害保険

料等とする。 

 

12 委託費 イベントの企画、会場の設営、データの作成、ホーム

ページの作成、物品の作製（デザインを含む。）、警

備、清掃、廃棄物処理等の特殊な技術を必要とするこ

と又は自らが行うよりも他の事業者等が行う方が効率

的であることについての委託に係る費用とする。 

 

13 使用料及び賃借料 交付事業の実施に直接必要な土地、建物、会場、機

器、物品、車両、アカウント等の使用料、賃貸料及び

リース料とする。 

(１) 著作権使用料を含む。 

(２) 明確な積算根拠を示すこと。 

14 備品購入費 交付事業の実施に必要な備品で、減価償却の耐用年数

が１年以上のものの購入に係る費用とする。 

(１) 車両の購入を含む。 

(２) 事業認定等の申請時に購入予

定の物品の仕様を明らかにするこ

と。 

(３) 単価が100,000円以上の備品

を購入する場合は、事業認定等の

申請時に複数の者の見積書を添付

すること。 

15 改修費 内装工事費、外装工事費、電気設備工事費、空調設備  
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工事費、給排水設備工事費、ガス設備工事費、設備付

帯工事費、什器付帯工事費、撤去費等の交付事業の実

施に必要な改修費とする。 

16 その他 １の項から15の項までに掲げる科目に係る費用のほ

か、交付事業の実施に特に必要と認める費用とする。 

 

 


